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研究成果の概要（和文）：ハーグ国際私法会議が 2005年に採択した「管轄合意に関する条約」
について、その作成経緯に遡って検討・分析し、各国の国際裁判管轄・外国判決承認執行に関

するルールについての考え方の違い及び共通性を明らかにするとともに、国際商事仲裁との比

較を通じて、問題点を明らかにした。そして、その成果を、法制審議会委員として日本におけ

る国際裁判管轄に関する新規立法に生かすべく議論を行った。 
 
研究成果の概要（英文）：The legislative history of the Convention on Choice of Court 
Agreements, which was adopted in 2005 by the Hague Conference on Private International 
Law, was analyzed in order to make clear differences and similarities of countries in 
respect of judicial jurisdiction and recognition/enforcement of foreign judgments. 
Comparison between choice of court agreements and arbitration agreements was also made 
in order to have crucial points. The outcomes were utilized in the discussion on the new 
Japanese rules of judicial jurisdiction in the Legislative Counsel Meetings at the Ministry 
of Justice of Japan.     
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１．研究開始当初の背景 
(1) 日本には国際裁判管轄に関する明文の
規定はなく、当事者間の公平、裁判の適正・
迅速を期するという理念により条理に従っ

て定めるという判例法により処理されてい
る。法的予測可能性が重要な国際裁判管轄の
合意についても昭和 50 年(1975 年)の最高裁
判決がリーディングケースとなっており、そ
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こで判断された事項はまだしも、判断されて
いない事項については学説等に委ねられて
おり、不透明な状態にある。そのような中、
1994 年から議論が開始したハーグ国際私法
会議における条約作成は、日本にとって単に
ルールを明確にすることができるだけでは
なく、判決の相互承認・執行義務を負うこと
により、国際的な法秩序の安定に寄与するも
のとして注目された。しかし、アメリカと他
の国々との考え方の違いは大きく、2005 年
に管轄合意に限定した条約が採択されるに
とどまった。 
(2) 2005 年条約の骨格を構成しているのは、
次の 3つの規定である。第 1は、管轄合意に
より選択された裁判所に裁判を行うことを
義務付ける 5条であり、第 2は、選択されな
かった裁判所に提訴された場合に、その裁判
所に、その訴訟手続の停止又は訴えの却下を
義務付ける 6条であり、第 3は、すべての締
約国は、管轄合意により選択された他の締約
国の裁判所の判決を承認・執行することを義
務付ける 8条・9条である。 
(3) 2005 年条約のうち注目される論点の一
つは、専属管轄ルールとの関係である。すな
わち、2条 2項に定める事項のうち、不動産
物権等(l)、法人の有効性・機関の決定等(m)、
著作権・著作隣接権を除く知的財産権の有効
性等(n・o)、公簿への登記等の有効性(p)、以
上に関する訴訟は専属管轄ルールに服する
とされ、これらに関する管轄合意は条約の対
象から外される(多くの国で管轄合意の効力
は否定されることになる)。もっとも、不動産
の賃貸借については、ヨーロッパ諸国間で妥
当している欧州共同体規則や条約(ブラッセ
ル・ルガノ・ルールズ)では所在地国の専属管
轄としているものの、そうではないとする国
も少なくないことから議論がされたが、最終
的には除外事項とされた。また、特許・商標
等の侵害事件についても見解の対立があっ
たが、ライセンス契約における管轄合意の有
用性を低下させないことに配慮しつつ、コン
センサスを確保するため、除外されることに
なった。消費者契約及び労働契約については、
ヨーロッパ諸国間で妥当しているブラッセ
ル・ルガノ・ルールズでは、事後的な合意で
あるか、消費者・労働者からの提訴について
のみ消費者の常居所地や労務提供地等の弱
者保護管轄に付加する管轄合意であるか、の
いずれかでなければ管轄合意を認めないこ
ととしているのに対して、アメリカ等にはそ
の種の規則はない。そこで、これらの契約に
おける管轄合意を適用除外としている(2条 1
項)。 
(4) その他、2005 年条約の規定のうち、日
本法のあるべき方向を考える上で参考とな
るのは、次の諸点である。 
① 管轄合意の形式的有効性 

この条約の適用を受けるためには、合意は
「書面」又は「後の参照の用に供しうる情報
を残す他のすべての通信手段」によって締結
されるか又は記録されなければならない(3
条(c))。すなわち、この方式要件を満たす合意
である限り本条約が適用され、これに上乗せ
の要件を加えることは許されないとの意味
で最大限を画するものであり、他方、これよ
りも緩やかな方式でされた合意を国内法に
基づいて有効とすることを妨げるものでは
ないが、その場合には条約の対象外となる。 
 ② 管轄合意の実質的有効性 
 合意の実質的成立要件は、合意された締約
国の国際私法により指定される法律による(5
条 1 項、６条(a))。外国判決の承認・執行に
おいても、同じ法律により合意の有効性が判
断されるが、この場合にはすでに裁判がされ
ているので、「選択された裁判所が専属的管
轄合意を有効であると決定した場合」にはそ
れをそのまま受け容れるべきことが規定さ
れている(9条(a))。 
 ③ 行為能力 
 5条 1項・6条(a)・9条(a)の「その合意が
無効である場合」には、管轄合意をした当事
者が能力を欠いていたために無効となる場
合が含まれる。この点、日本は、6 条(b)・9
条(b)では能力の点をそれぞれ受訴国・承認執
行を求められている国の国際私法に従って
定まる法律によるべきことが規定されてい
ることとの関係で、能力の問題は合意された
締約国の国際私法により定まる法律によっ
てもチェックされることを明確に規定する
ことを求めた。議論の結果、その通りである
が、その旨コンセンサスが存在するとして明
記はされなかった経緯がある。 
 ④ 選択された裁判所の義務の例外 
 管轄合意により選択された裁判所であっ
ても、審理の遅滞を避けること等のために他
の裁判所に移送することができ(5 条 3 項 b
号)、その移送先の裁判所の下した判決も、そ
の移送に適時に反対した当事者がいた場合
を除き、この条約の承認執行対象となる(8条
5 項)。また、特に宣言をした場合には、「選
択された裁判所が所在するという点を除き、
自国と当事者又は紛争との間に関連性がな
い場合には、専属的管轄合意が適用される紛
争についての裁判を拒否することができる」
(19条)。これはアメリカが強く主張したもの
である。 
 そのほかには、条約の対象となる事項につ
いての専属的管轄合意により選択された裁
判所は、たとえば、英米において認められる
フォーラム・ノン・コンヴィニエンスの法理
に基づく裁量的な訴訟の停止や訴えの却下
を含め、「その紛争は他の国の裁判所で裁判
されるべきであるとの理由によって裁判管
轄権の行使を控えてはならない」とされてい



 

 

る(5条 2項)。 
 ⑤ 選択されなかった裁判所の義務の例
外 
 選択されなかった裁判所に提訴された場
合に、他の裁判所を専属とする管轄合意の存
在にも関わらず裁判手続をすることが許さ
れるのは、上記(３)記載の合意が無効である
場合のほか、「その合意の効力を認めること
が明らかな不正義をもたらすか、又は受訴裁
判所所属国の公序に明らかに反する結果と
なる場合」(6条(c))、「当事者が左右すること
ができない例外的な理由により、その合意が
合理的には履行できない場合」(6条(d))、「選
択された裁判所が当該事件を審理しないと
決定した場合」(6条(e))である。 
 なお、6条(e)については、日本から、専属
的合意管轄で選択された裁判所が国内管轄
規定に基づいて事件を移送した場合につい
ても、別の締約国の裁判所は事件を停止又は
却下すべき旨提案した。しかし、一定の支持
が得られたものの、有力な反対意見があり、
結局、上記(4)記載の扱いをすることと引き替
えに、6条(e)はそのような場合は含まず、他
の裁判所は競合する訴訟をする可能性が残
ることとなった。 
(5) 日本としては、ルールの明確化・透明化
のために国際裁判管轄に関する新規立法を
すべきであり、特に、国際裁判管轄の合意は
国境を越えるビジネスの安定のためには明
確なルール化が求められるものである。そし
て、これについては 2005 年条約の採択に至
る経緯及びその最終的な内容を踏まえ、時で
ある。その中でも、研究に値すると考えられ
た。 
 
２．研究の目的 
 日本としては、国際裁判管轄についてのル
ールの明確化のために独自に新規立法をす
ることが必要となっており、その中でも、国
際裁判管轄の合意については、ハーグ国際私
法会議が 2005 年に採択した管轄合意に関す
る条約を参考にして、日本法として据わりが
よく、かつ、国際的にも受容されるバランス
のよい立法を実現していくことにあった。 
 
３．研究の方法 
(1) 国際裁判管轄の合意について、2005年
条約の作成経緯並びにドラフト及び最終的
な条約の内容を検討することにより、各国の
考え方はどの点で一致し、どの点で異なるの
か、そして、日本としてはどのように考える
べきかを検討した。 
(2) また、国際裁判管轄の合意と並んで、国
際ビジネス契約においては国際商事仲裁の
合意がされることが少なくないところ、両者
の違いと得失を明らかにすることにより、国
際裁判管轄の合意の本質及び問題点を析出

した。 
 
４．研究成果 
(1) 2005 年条約の関連文書を整理・分析す
るとともに、条約国際学会等への参加を通じ
て諸外国の研究者等との議論を深めること
ができた。 
(2) 最大の研究成果は、裁判管轄権をすべて
対人的に捉えるのか、それとも普通裁判籍と
特別裁判籍に分け、前者は対人的に捉え、後
者は事物的に、すなわち、請求権との関連で
捉えるのかという違いについての研究であ
る。アメリカは管轄権の基礎を連邦憲法の適
正手続条項に置いていることから、被告の財
産権を犯すことになる可能性がある裁判を
行うことが適正手続に反しないかどうかが
問題とされ、被告との合理的関連性の有無が
決め手とされる。これに対して、大陸法系諸
国では、後者の見方がされている。 
このような対立構造を踏まえて日本の管
轄ルールを振り返ると、興味深いことが見え
てくる。すなわち、日本法はもともと大陸法
を継受したものであり、請求権を問わない普
通裁判籍と請求ごとの特別裁判籍との組み
合わせという枠組みで、訴訟要件としての明
確性を重視するものであるはずである。とこ
ろが、現在の判例法によれば、少なくとも国
際裁判管轄については、「当事者の公平、裁
判の適正・迅速を期するという理念により条
理にしたがって決定するのが相当」(最判昭和
56・10・16民集 35巻 7号 1224頁)とされ、
民訴法に定める裁判籍のいずれかがわが国
内にあるときは原則として管轄を認めてよ
いが、前記の理念に反する「特段の事情があ
ると認められる場合」(最判平成 9・11・11
民集 51巻 10号 4055頁)には管轄を否定する
という判断枠組みになっている。これは、上
記の対立構造の中では、対人管轄権という発
想のもと、「被告が、フェア・プレイと実質
的正義に関する伝統的観念に反しない程度
の一定の最低限度の関連を法廷地に有する」
(International Shoe Co. v. Washington, 326 
U.S. 310 (1945))ことという条件が具備され
れば、あらゆる請求権について管轄を認めつ
つ、裁判官が本来有している広い裁量を行使
して、管轄があっても行使しないこととする
フォーラム・ノン・コンヴィニエンスの法理
を組み合わせて調整をするというアメリカ
の仕組みに極めて類似していることが分か
る。 
 (3) また、その他の個別論点として、国際
裁判管轄の合意を制限するものとしての専
属管轄ルールの根拠について、国家主権との
関係を明らかにした。すなわち、①不動産の
物権に関する訴訟、②会社の有効性等に関す
る訴訟、③特許権等の登録を要する知的財産
権の有効性等に関する訴訟、④登記・登録に



 

 

関する訴訟、これらはそれぞれ不動産所在地、
設立準拠法国、知的財産権登録国、登記・登
録国の専属管轄とされるが、このような発想
は国内裁判管轄の議論にはみられないもの
であり、他国の主権的行為に一定の敬意を払
い、介入しないという国際法的発想によって
でなければ説明できないものであることを
明らかにした。 
(4) その他、管轄合意を認める要件などにつ
いても、日本での国際裁判管轄立法に役立つ
論点を抽出することができ、それは法制審議
会における議論を通じて、民事訴訟法及び民
事保全法の一部を改正する法律案(2010 年通
常国会に提出されている。)の基礎となる法制
審議会国際裁判管轄法制部会における議論
に生かすことができた。すなわち、国際裁判
管轄の合意に関する法案 3条の 7は、その 1
項で、「当事者は、合意により、いずれの国
の裁判所に訴えを提起することができるか
について定めることができる。」と定めた上
で、その合意の形式的有効性について、「前
項の合意は、一定の法律関係に基づく訴えに
関し、かつ、書面でしなければ、その効力を
生じない。」こと、「第一項の合意がその内容
を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的
方式その他人の知覚によっては認識するこ
とができない方式で作られる記録であって、
電子計算機による情報処理の用に供される
ものをいう。以下同じ。）によってされたと
きは、その合意は、書面によってされたもの
とみなして、前項の規定を適用する。」(以上、
2項・3項)と定めており、これはハーグ国際
私法会議で採択された 2005 年条約と整合的
である。また、合意の実質的有効性のうち、
特に法廷地法として要求すべき点を定めた 4
項では、「外国の裁判所にのみ訴えを提起す
ることができる旨の合意は、その裁判所が法
律上又は事実上裁判権を行うことができな
いときは、これを援用することができない。」
と定めており、日本の昭和 50 年最高裁判決
を踏まえつつ、より一般化した条件を定めて
いる。さらに、2005 年条約及び日本の仲裁
法附則 3条・4条を踏まえ、消費者契約と労
働契約に関する訴訟についての国際裁判管
轄の合意に一定の制約を課している。すなわ
ち、法案 3条の 7の 5項は「将来において生
ずる消費者契約に関する紛争を対象とする
第一項の合意は、次に掲げる場合に限り、そ
の効力を有する。一 消費者契約の締結の時
において消費者が住所を有していた国の裁
判所に訴えを提起することができる旨の合
意（その国の裁判所にのみ訴えを提起するこ
とができる旨の合意については、次号に掲げ
る場合を除き、その国以外の国の裁判所にも
訴えを提起することを妨げない旨の合意と
みなす。）であるとき。二 消費者が当該合
意に基づき合意された国の裁判所に訴えを

提起したとき、又は事業者が日本若しくは外
国の裁判所に訴えを提起した場合において、
消費者が当該合意を援用したとき。」、また、
6項は、「将来において生ずる個別労働関係民
事紛争を対象とする第一項の合意は、次に掲
げる場合に限り、その効力を有する。一 労
働契約の終了の時にされた合意であって、そ
の時における労務の提供の地がある国の裁
判所に訴えを提起することができる旨を定
めたもの（その国の裁判所にのみ訴えを提起
することができる旨の合意については、次号
に掲げる場合を除き、その国以外の国の裁判
所にも訴えを提起することを妨げない旨の
合意とみなす。）であるとき。二 労働者が
当該合意に基づき合意された国の裁判所に
訴えを提起したとき、又は事業主が日本若し
くは外国の裁判所に訴えを提起した場合に
おいて、労働者が当該合意を援用したとき。」、
以上の通り定めている。以上の通り、本研究
を踏まえた法制審議会国際裁判管轄法制部
会での議論が具体的な形で日本の立法に結
実しようとしている。 
(5) なお、残された課題として、国際裁判管
轄の合意を制約する専属管轄ルール(これ自
体、法案 3条の 5が掲げる事項とハーグ国際
私法会議で議論され、2005 年条約では適用
除外項目とされた事項とは異なる。)と、国際
商 事 仲 裁 に お け る 仲 裁 付 託 事 項
(arbitrability)とは、同じく一国での裁判を排
除することを認めるか否かという点では同
じ働きをするにも拘わらず、両者はなぜ相違
するのか、という問題があり、今後の研究課
題としていきたい。 
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項・裁判管轄条項・仲裁条項―(1-7完)」NBL 
870号10-18頁(2007); 871号32-37頁(2007); 
872 号 90-99 頁 (2008); 873 号 28-39 頁
(2008); 874号 66-76頁 (2008); 875号 46-53
頁(2008); 876号 49-59頁(2008)  査読なし 
4. 道垣内正人「専属的管轄合意と知的財産訴
訟－ハーグ管轄合意条約に関連して－」季刊
/企業と法創造 7号 42-46頁(2006)  査読な
し 



 

 

5. 道垣内正人「ハーグ管轄合意に関する条約
(2005 年)の作成過程における日本の関心事
項について」同志社法学 58 巻 3 号(315 号) 
243-288頁(2006)  査読なし 
6.道垣内正人「2005年のハーグ『管轄合意に
関する条約』」国際私法年報 7号 184-224 頁
(2006)  査読あり 
 
〔学会発表〕（計 4件） 
1. 道垣内正人「日本の新しい国際裁判管轄立
法 に つ い て (New Japanese Rules on 
International Jurisdiction)」2010年 2月 25
日 KB21セミナー“Current Rules and Legal 
Issues on International Jurisdiction in 
Japan and Korea” (Hanyang University 
(Seoul)) 
2. 道垣内正人「合意管轄・応訴管轄」2009
年 9 月 27 日国際共同研究集会「東アジアに
おける国際裁判管轄規則モデルの構築」(神戸
大学) 
3. 道垣内正人 “The Gist of the Hague 
Choice of Court Convention” The 3rd Asia 
Pacific Regional Conference of the Hague 
Conference on Private International Law 
(2008年9月24日)(Langham Place Hotel(香
港)) 
4.道垣内正人 “Application of the 1965 

Service Convention in Japan” The 3rd Asia 
Pacific Regional Conference of the Hague 
Conference on Private International Law 
(2008年9月24日)(Langham Place Hotel(香
港)) 
 
〔図書〕（計 2件） 
1. 道垣内正人(商事法務)『ハーグ国際裁判管
轄条約』(2009)総 494頁  
2. 道垣内正人(商事法務)「ハーグ管轄合意に
関する条約(2005年)」新堂幸司・山本和彦編
『民事手続法と商事法務』(2006) 251-290頁
所収  
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